
 
 
 
 
 

核融合科学研究所重水素実験安全評価委員会 

中 間 報 告 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

平成１９年６月１２日 

 
 



はじめに 
核融合科学研究所重水素実験安全評価委員会（以下、「委員会」という。）は、自然

科学研究機構・核融合科学研究所（以下、｢研究所｣という。）が計画している大型ヘリ

カル装置（以下、｢LHD｣という。）の重水素実験にかかわる安全性の評価を委ねられ、

本年１月１９日以来、５回にわたり検討を行ってきた。この検討内容を中間報告とし、

これに対して、専門家、行政、住民の意見を求め、さらに検討を加えて最終報告を提

出する予定である。 
なお、委員会には、研究所職員は委員として参加していない。また、第三者による

初めての安全評価委員会であることを申し添える。 
 
１．委員会における議論の経緯 
 委員会は、研究所に対し、以下の（１～１４）の説明を求め、現状（３～６）と

今後行おうとしている実験計画関連事項（７～１４）について説明を受け、個々の

内容について質疑・検討を行った。 
 

１． 安全評価委員会の位置づけ 
２． 研究所の概略 
３． LHD の目的 
４． 現在の LHD 実験の概要 
５． 現在の実験時の安全対策 
６． 現在の周辺環境評価 
７． 重水素実験の概要 

８．重水素実験時の手続き 
９．関係法令と規制・教育・訓練 

１０．重水素実験時の安全対策 
１１．安全管理用機器 
１２．重水素実験の運用 
１３．周辺環境評価 
１４．災害・事故時の対応等 

 
開催した委員会は全て公開とし、岐阜県、土岐市、多治見市及び瑞浪市のオブザー

バーだけでなく、委員長の判断で傍聴者からの質問を適宜受け付けた。 
 

委員会では、現在行われている実験における安全管理の実績を踏まえ、重水素実験

における安全管理に関して以下の点に特に留意し、審議を進めた。また、重水素実験

では、外部から供給されるトリチウム（三重水素）を燃料としたプラズマ実験は行わ

れないことを委員会としても確認した。 
 

・ 重水素を使用したプラズマ実験を実施することにより、重水素同士による核融合

反応が起き、中性子とトリチウムが発生する。これら中性子やトリチウムを含め、

重水素実験に伴って発生する放射線の管理が適切に行われる計画になっているか。 
・ 重水素実験では、総中性子発生量計測、トリチウム処理などに対応する設備を新

たに設置すると同時に、遮蔽設備、放射線計測などに対応する設備の増設を計画し
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ているが、それらの計画が妥当なものであるか。 
 
２．重水素実験の目的 

これまで LHD では、水素とヘリウムを用いてプラズマ実験を安全に実施し、順調

に研究成果を挙げてきている。この研究成果をもとに、重水素プラズマによる高性能

化を図ることにより、将来のヘリカル型核融合炉へ向けた確度の高い予測モデルの構

築を行うことを目指している。 
 
３．重水素実験の安全性 

重水素実験時には中性子とトリチウムが発生するため、これらに対する必要な安全

対策が検討されている。主な安全対策とそれに対する委員会の評価について以下に述

べる。 
 
１）トリチウム対策 

重水素実験により発生するトリチウムの年間最大発生量は 55.5 ギガベクレルで

あり、その大部分を回収処理する計画になっている。トリチウムを水として回収す

る技術は完成された技術であり、保管方法も適切と判断される。トリチウムを含む

水は日本アイソトープ協会が引き受けることになっている。回収されなかったトリ

チウムは外気へ放出されるが、最大放出量は年間 3.7 ギガベクレル以下であり、環

境や健康への影響はない。環境への放出量は微量であるため、敷地境界のトリチウ

ム濃度を現在の測定技術では精度よく測定できない。このため、より発生源に近い

場所での測定と、計算による補完を行うべきである。LHD におけるトリチウムの

発生量は、国内の他の教育・研究機関の年間使用量に比べて少なく、適切な管理が

行われる限り、安全性に問題はないと判断される。 
 

２）中性子遮蔽 
重水素実験により発生する中性子とその中性子によって発生するガンマ線は、

LHD 本体実験室のコンクリート壁（横壁 2ｍ厚、天井 1.3ｍ厚）で十分に遮蔽され

る。中性子とガンマ線に対する遮蔽能力はそれぞれ 1000万分の１と 3万分の１で、

敷地境界での線量は、年間の自然放射線量の 1000 分の１程度と見積もられる。敷

地境界における線量に対する研究所の管理目標値は、年間 50 マイクロシーベルト

であり、中性子やガンマ線による実効線量はそれに比べて十分低い値であり、安全

性に問題はない。中性子計測器は敷地内に増設される計画であるが、自然放射線よ

りもはるかに少ない線量を正確に計測することは一般に困難であるため、線量の多

い装置近傍の測定値からの計算により、敷地境界における計測を補完すべきである。 
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３）放射化対策 
中性子による放射化については、LHD 本体と建物コンクリートが考えられる。

これらは固定されており、重水素実験計画の終了後、放射能は減衰していく。１年

後の残留放射能は LHD 全体で 55.5 ギガベクレル程度であり、コンクリートは約

10 年で自然のレベルに、LHD 本体も約 40 年でクリアランスレベル（放射性物質

として扱う必要のないレベルとして基準値も含めて法整備中）以下になることから

安全性に問題はない。一方、空気の放射化により生成する核種は、寿命が短く速や

かに減衰する。最も半減期の長いアルゴン 41（半減期 1.83 時間）においても、そ

の濃度は放射性同位元素等による放射線障害の防止に関する法律（以下、「障防法」

という。）に定める空気中濃度限度以下であり、即座に環境中に放出されても安全

性に問題はない。検討されている人工空気（アルゴンを含まない）による本体室空

気の置換設備は、その規模から過剰設備と考えられる。 
 

４）放射線管理体制について 
放射線の安全管理体制については、放射線取扱主任者の権限を放射線障害予防規

程に明記し、重水素実験に即した安全管理組織を重水素実験開始前に確立すべきで

ある。 
障防法で規制される区域は、立ち入り禁止の柵等を設けるなどして、限定された

範囲の管理を厳密に実施することが重要である。また、トリチウムなどの非密封放

射性同位元素を取り扱う管理区域は、できるだけ狭く設定し、放射線取扱主任者が

法令の規定に基づいて厳格に管理することが肝要である。 
 

５）災害、事故時の対策について 
実験棟は震度７まで耐えられ、耐震性能は十分高いと評価される。また、震度４

以上の地震で自動的にプラズマ実験は停止する。火災等の場合も、報知器の作動に

応じて自動的にプラズマ実験は停止し、放射線の発生は即時に止まるので、安全性

は確保される。 
 

４．まとめ 
以上のことにより、研究所が計画している重水素実験の安全管理は妥当なものであ

る。ただし、今後の安全管理計画の策定には以下の事項に留意することが必要である。 
 

・ 放射線の安全性の監視には精度の高い測定が欠かせない。このために、核分裂計

数管などの高精度の測定器及び較正用線源として、トリチウム、カリフォルニウム

などの放射性同位元素の購入・使用は必要である。 
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・ 研究所の提案している管理目標値は、法令の規定する値より、かなり低い値にな

っており、計画している安全設備は通常の放射線管理からは過剰設備といえる。し

かしながら、法令の規定以下の微量な放射線を対象とすることにより、安全管理を

目的とした微量放射線測定器の開発及びその測定手法の確立へ向けた研究が促進

される。それを含めて、微量放射線に対する管理システムの構築及び運用は、将来

の核融合炉へ向けた安全管理研究に対して、大学共同利用機関として優れた研究と

教育の機会になるといえる。このように微量放射線に関する基礎研究に貢献するこ

とを考慮すると、必要な設備と見なすことができる。これらのバランスを考慮して、

合理的な安全設備を構築すべきである。 
・ 重水素実験の実施に際しては、情報公開を十分に行い、自治体関係者、地域住民

及び学識経験者等の第三者により監視を行う組織の設置を検討すべきである。 
・ 研究所は地元への報告と説明会を定期的に行い、信頼の確保に努めるべきである。

また、今後、重水素実験の実施に向けて、地元自治体と周辺環境保全に関する協定

を早期に締結し、地域住民の重水素実験に対する安全・安心に関する信頼を確保す

ることが望まれる。 
 
 

以上 
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